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１．施策の方向性

平成22年度～
平成26年度

平成23年度～
平成32年度
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２．主な取組と構成事務事業一覧

↓  事務事業名称・事業内容（実績） 担当課
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③
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学校教育課 松本　晃治

学校安全対策事業 学校教育課

5,643       4,545       6,589       現状維持　保護者や地域の協力を得ながら安全で安心できる学校づくりを推進し、園児、児童生徒を事件
や事故から守る。

児童教職員健康管理事業 学校教育課

9,210       9,291       10,942     現状維持　児童及び教職員の健康管理を行うとともに、施設や設備の安全対策を講じることにより、児童及
び教職員の健康の保持と小学校の教育活動における安全な環境を整える。

第2次京丹後市総合計画
市の目指す基本理念、目標、将来像などを示した「基本構想」
と、その構想を実現するための各種施策を総合的、計画的に体
系化した「基本計画」

平成27年3月
平成27年度～
平成36年度

京丹後市学校施設耐震化
計画

耐震化に対する国の動向や財政措置の状況を的確にとらえつ
つ、本市における学校施設の耐震化を可能な限り早く、計画的
に進めていくことを目的に、本計画を定めるもの

平成22年11月

H28予算額
評価を踏まえた今

後の方向性

京丹後市学校再配置基本
計画

急速に少子化が進むなか、本市の次代を担っていく子どもたち
に、より良い教育環境や教育条件を整えるため、学校力を高める
ための学校規模などを考えた学校再配置の取組を進めていくた
めに策定

平成22年12月
前期（H23～27年度）と後期
（H28～32年度）に区分し、段
階的に再配置を進める

児童生徒を事件や事故から守るため、スクールガードリーダーによる巡回指導や子ども安心パトロール車の運行等、保護者や地域ボランティアの協力
を得ながら、学校内外における安全確保に努めます。

主な取り組み
H26決算額 H27決算額

１．子どもの安全・安心の確保 決算額 （単位：千円）

計画名称 計画概要 策定年月 計画期間 備考

学校再配置による校区の拡充に伴い、遠距離通学用スクールバスの安全な運行管理及び車両管理を実施します。

児童生徒自身の危機対応能力を育むため、各学校の危機管理マニュアルに基づく防災教育や安全教育を計画的・継続的に実施します。

京丹後市教育振興計画

施策評価・進捗管理調書（内部評価結果）
担当課 担当課長

教育総務課 岡野　　勲

※各事業の評価・課題について
は、別紙決算附属資料参照

25,573     24,705     現状維持

学務経費

吉田　茂夫

重点目標 3 子どもを健やかに育む教育環境を充実します

事務の改善

学校医委嘱事業 学校教育課

26,168     　学校保健安全法に基づき、各学校及び幼稚園に学校医、学校歯科医、学校薬剤師を置き、児
童生徒等の健康及び教育現場の環境衛生の保持増進を図る。

学校教育課

6,320       6,350       6,047       現状維持　学齢簿の管理、就学時健診、小中学校の枠を超えた取組及び特別支援学級の交流活動の実
施など、教育活動の充実のための環境づくりに取り組む。

【参考】施策に関連するその他の計画

社会教育課

３．個に応じた支援体制の充実

①発達障害等を含む障害のある子ども一人ひとりのニーズに対応したきめ細かな支援を行うため、学校園と
保護者、行政、医療及び関係機関等が広く連携し、乳幼児期から青年期までを見通した特別支援教育を進
めます。
②外国語を母語とするなど日本語の習得が十分ではない児童生徒に対し、スクールサポーターを配置する
など個別に日本語支援を行う体制を整備します。

４．ボランティアによる学習支援の推進
①市民のボランティア意識を高め、自らの知識や学習で培った技術などを学校で、児童に紹介する機会づく
りを進めます。
②市民ボランティアが、地域の中で、子どもたちの活動を支える環境づくりを進めます。

基本的方針

災害や事件・事故等に備えた安全確保のため、学校施設の老朽化対策や耐震化等を計画的に進めるとともに、児童生徒が自らの
安全をまもるための能力を身に付けさせる安全教育や、また、ボランティアの協力を得る等、地域が一体となって支える教育環境づく
りを進めます。
　また、年齢や性別、国籍、障害の有無等に関わらず、すべての子どもの健やかな育ちを保障する教育環境を整備します。

１．子どもの安全・安心の確保

①児童生徒を事件や事故から守るため、スクールガードリーダーによる巡回指導や子ども安心パトロール車
の運行等、保護者や地域ボランティアの協力を得ながら、学校内外における安全確保に努めます。
②学校再配置による校区の拡充に伴い、遠距離通学用スクールバスの安全な運行管理及び車両管理を実
施します。
③児童生徒自身の危機対応能力を育むため、各学校の危機管理マニュアルに基づく防災教育や安全教育
を計画的・継続的に実施します。

２．学校施設環境等の整備充実
①学校再配置に伴う拠点校の施設整備を進めます。
②学校施設耐震化計画に基づき、学校施設の耐震化及び非構造部材の耐震対策を計画的に進めます。
③学校施設機能の維持・改善のため、老朽化が著しい学校施設の改修・修繕等を計画的に進めます。

ＤＯ ＣＨＥＣＫ ＡＣＴ ＰＬＡＮ 

ＰＬＡＮ 
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　耐震性能が不足している小学校施設について、計画的な耐震補強工事を行い、大規模地震発
生時における児童の安全を確保する。

学校再配置推進事業

縮小　京丹後市学校再配置基本計画に基づく「学校づくり準備協議会」を設置し、学校再配置による
新しい学校づくりに向けた取組を推進する。

－
　旧橘中学校校舎を新たに橘小学校校舎として利用するため、児童の教育環境を整備する。

小学校通学支援事業 学校教育課

438         349         472         統合（整理）　自転車通学や遠距離通学をする児童を対象に、通学の状況に応じてヘルメットの購入支援とと
もに遠距離通学補助金を支給し、通学の安全確保と保護者の負担軽減を図る。

中学校ｽｸｰﾙﾊﾞｽ運行管理事業 学校教育課

84,832     71,704     72,523     現状維持
　中学校に通学する遠距離及び特に必要と認めた生徒の安全な通学手段を確保する。

中学校ｽｸｰﾙﾊﾞｽ購入事業

小・中学校情報教育環境整備事業【再編交付金活用事業】 学校教育課

8,585       44,580     44,580     現状維持　平成26年度に整備した市内の全小中学校27校（小学校20校、中学校7校）の情報教室パソコン
等のリースを行うもの。

小学校施設耐震化事業 教育総務課

361,755   114,597   39,776     縮小

学校教育課

29,242     3,092       -            縮小
　中学校に通学する遠距離及び特に必要と認めた生徒の安全な通学手段を確保する。

中学校通学支援事業

小学校施設改修事業【明許繰越】 教育総務課

69,997     35,343     -            

学校教育課

12,521     4,013       1,532       

90,771     86,274     98,759     拡大
　小学校に通学する遠距離及び特に必要と認めた児童の安全な通学手段を確保する。

小学校ｽｸｰﾙﾊﾞｽ購入事業 学校教育課

12,761     18,092     -            縮小
　小学校に通学する遠距離及び特に必要と認めた児童の安全な通学手段を確保する。

小学校ｽｸｰﾙﾊﾞｽ運行管理事業 学校教育課

生徒教職員健康管理事業 学校教育課

5,805       5,424       7,033       現状維持　生徒及び教職員の健康管理を行うとともに、施設や設備の安全対策を講じることにより、生徒及
び教職員の健康の保持と中学校の教育活動における安全な環境を整える。

学校教育課

508         496         609         統合（整理）　自転車通学や遠距離通学をする生徒を対象に、通学の状況に応じてヘルメットの購入支援とと
もに遠距離通学補助金を支給し、通学の安全確保と保護者の負担軽減を図る。

4,709       5,075       5,131       縮小　学校事務職員の複数配置を要する中学校に事務職員を配置し学校事務をサポートすることに
より、円滑な教育活動の実施と適正な学校運営を行う。

学校教育課

1,541       縮小

中学校管理運営事業 学校教育課

70,722     63,071     69,411     現状維持
　適正な学校運営や教育環境の充実に取り組み、中学校における円滑な教育活動を実施する。

中学校事務補助経費

　学校事務職員の複数配置を要する小学校に事務職員を配置し学校事務をサポートすることに
より、円滑な教育活動の実施と適正な学校運営を行う。

小学校管理運営事業 学校教育課

148,463   146,545   152,297   現状維持

1,597       1,651       

　適正な学校運営や教育環境の充実に取り組み、小学校における円滑な教育活動を実施する。

小学校事務補助経費

35,106     13,196     現状維持

中学校施設管理事業

10,804     10,431     11,004     
　学校施設の適切な維持管理により、良好な学習環境の確保を図る。

現状維持

学校跡施設管理事業 教育総務課

2,781       121,795   4,546       現状維持

学校教育課

　老朽化している学校施設が多い中、生徒が安全に、安心して学校生活を送ることができるよう、
市内中学校施設の改修工事等を行う。

中学校施設改修事業 教育総務課

29,350     29,350     現状維持
　学校施設の適切な維持管理により、良好な学習環境の確保を図る。

教育総務課

30,714     

50,354     

小学校施設管理事業

　老朽化している学校施設が多い中、児童が安全に、安心して学校生活を送ることができるよう、
市内小学校施設の改修工事等を行う。

小学校施設改修事業 教育総務課

112,867   

① 学校再配置に伴う拠点校の施設整備を進めます。
② 学校施設耐震化計画に基づき、学校施設の耐震化及び非構造部材の耐震対策を計画的に進めます。
③ 学校施設機能の維持・改善のため、老朽化が著しい学校施設の改修・修繕等を計画的に進めます。

66,793     39,776     現状維持

義務教育施設環境整備事業【再編交付金活用事業】 教育総務課

-            294,238   375,938   現状維持　小中学校において、学習環境の向上を図るため、普通教室等の空調化工事の実施、体育館や
ランチルームなど大規模空間の天井材やガラスなど非構造部材の落下防止工事を行う。

２．学校施設環境等の整備充実 決算額 （単位：千円） 事務の改善

主な取り組み
H26決算額 H27決算額 H28予算額

評価を踏まえた今
後の方向性

　学校再配置により閉校となった学校施設の適切な維持管理を行う。また、旧佐濃小学校の校舎
解体撤去工事を行う。
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学校教育課

41,910     41,720     42,664     現状維持
　生徒の心身の健全な発達に寄与するため、栄養バランスの取れた給食を提供する。

学校給食一般経費 学校教育課

2,844       1,478       2,463       現状維持　学校給食全般における衛生管理の徹底を図るとともに、給食献立の研究を通じ、衛生管理と栄
養面での充実や食育の推進を図る。

小学校給食管理運営事業 学校教育課

142,656   141,023   137,184   現状維持
　児童の心身の健全な発達に寄与するため、栄養バランスの取れた給食を提供する。

　心身の健全な発達に寄与するため、網野幼稚園、小学校4校（網野北・網野南・島津・橘）、網
野中学校に栄養バランスの取れた給食を提供する。

中学校給食管理運営事業

計 1,405,478 1,450,790 

現状維持

現状維持　低所得世帯を対象に日用品、文房具等の購入に要する費用、食事に要する費用、行事への参
加に要する費用等の実費徴収額について、費用の一部を助成する。

児童福祉総務一般経費

1,291,335 

網野給食ｾﾝﾀｰ管理運営事業 学校教育課

43,456     44,551     70,357     現状維持

社会教育課

5,271       5,037       5,334       現状維持　「教育と学びのまち 京丹後」の実現に向け、学校・家庭及び地域が協力して子どもを育む環境
の充実を進め、学校を核とした地域の教育力の向上と活性化を図る。

学校支援地域本部事業

日用品費等援助事業 子ども未来課

72           101         138         

H26決算額 H27決算額 H28予算額
評価を踏まえた今

後の方向性

市民のボランティア意識を高め、自らの知識や学習で培った技術などを学校で、児童に紹介する機会づくりを進めます。

市民ボランティアが、地域の中で、子どもたちの活動を支える環境づくりを進めます

４．ボランティアによる学習支援の推進 決算額 （単位：千円） 事務の改善

主な取り組み
H26決算額 H27決算額 H28予算額

評価を踏まえた今
後の方向性

上記の「主な取り組み」への位置付けが困難な事業 決算額 （単位：千円） 事務の改善

-            -            -            現状維持　スクールサポーターを配置し、生徒一人ひとりの課題・特性を的確に把握し、よりきめ細やかな
指導に努めるとともに、円滑な授業を実施する。

中学校ｽｸｰﾙｻﾎﾟｰﾀｰ等設置事業《再掲》 学校教育課

小学校ｽｸｰﾙｻﾎﾟｰﾀｰ等設置事業《再掲》 学校教育課

-            

② 外国語を母語とするなど日本語の習得が十分ではない児童生徒に対し、スクールサポーターを配置するなど個別に日本語支援を行う体制を整備します。

決算額 （単位：千円） 事務の改善

主な取り組み
H26決算額 H27決算額 H28予算額

評価を踏まえた今
後の方向性

３．個に応じた支援体制の充実

発達障害等を含む障害のある子ども一人ひとりのニーズに対応したきめ細かな支援を行うため、学校園と保護者、行政、医療及び関係機関等が広く連
携し、乳幼児期から青年期までを見通した特別支援教育を進めます。

-            -            現状維持　スクールサポーターを配置し、児童一人ひとりの課題・特性を的確に把握し、よりきめ細やかな
指導に努めるとともに、円滑な授業を実施する。

　児童福祉業務を円滑に遂行するために必要な一般経費

子ども未来課

1,454       693         1,619       

教育委員会一般経費 教育総務課

4,265       4,261       4,189       現状維持
　「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づき、教育委員会を運営する。

5,983       8,148       11,630     現状維持
　教育委員会事務局の円滑な運営を行う。

事務局一般経費 教育総務課



３．教育振興計画で掲げている主な目標指標

４．施策の進捗状況の評価と今後の課題［基本的方針の達成に向け、施策がどの程度進捗しているか］

予定以上に進んでいる

予定どおり進んでいる

少し遅れている

大幅に遅れている

５．今後の施策展開の考え方（平成28～30年度までの3か年の主な取組）

人 427 H25 512 H27

100 H36

非構造部材の耐震対策 ％ 0（調査中） H26 14.2 H27 100 H36

市立中学校の耐震化 ％ 93.5 H25 100 H27

◎

○

基本的方針
　災害や事件・事故等に備えた安全確保のため、学校施設の老朽化対策や耐震化等を計画的に進めるとともに、児童生徒が自らの安全をまも
るための能力を身に付けさせる安全教育や、また、ボランティアの協力を得る等、地域が一体となって支える教育環境づくりを進めます。
　また、年齢や性別、国籍、障害の有無等に関わらず、すべての子どもの健やかな育ちを保障する教育環境を整備します。

主な目標指標

進捗状況区分 評価 ２７年度成果と今後の課題

％ 88.5 H25 100 H27 100 H36

500 H36

目標指標 単位
計画作成時 実績値（現状） 目標値

年度 年度

市立小学校の耐震化

年度

区分 No. 具　体　的　内　容

施策展開の考え方

1
児童生徒を事件や事故から守るため、スクールガード・リーダーによる巡回指導及び子ども安心
パトロール車の運行を継続して実施するとともに、除雪活動や子どもたちを見守る地域ボランティ
ア等の拡充を図る。

2
学校施設の老朽化に対応し、計画的な維持管理を行うとともに、学習環境の改善を図るため、施
設の空調化を進める。また、学校再配置計画の見直しがあれば拠点校の施設整備を行ってい
く。

3
特別な支援が必要な子どものニーズに対応するため、学校園への介護支援員を継続配置すると
ともに、学校園及び保護者、関係機関が連携し、特別支援教育体制整備の推進を図る。

4
多様なボランティア活動を実施するため、登録者の確保に努める。また、地域における学習支援
の充実へ向けて体制の充実を図る。

×

《市立小学校の耐震化》
　吉原小学校（現いさなご小学校）の耐震補強が完了し、施設の安全性が向上した。なお、当該施設を最後に学校
施設耐震化計画による小学校の耐震化は完了した。

《市立中学校の耐震化》
　中学校の耐震補強は、平成26年度の峰山中学校を最後に学校施設耐震化計画による中学校の耐震化は完了
した。

《非構造部材の耐震対策》
　峰山小学校及び網野北小学校において、国が指導する大規模空間（体育館やランチルームなど200㎡以上の空
間を有する箇所等）の非構造部材落下防止措置を行った。平成28年度には残る12校（小学校10校、中学校2校）
において工事を実施する予定。

《学校支援ボランティア登録者数》
　ボランティア登録者数は、過去3年間において、年間40人以上が登録されており、順調に確保できている。その反
面、学校数の減少もあり、ボランティアの活動機会を提供しきれていない面が課題となっている。

○

▲

学校支援ボランティア登録者数

ＣＨＥＣＫ ＡＣＴ 

ＡＣＴ 




































